
一部を、見積算定の参考として提示するもので、契約上、これを

拘束するものではありません

令和4年度

設　計　書（見積参考）

工事名称 藻岩浄水場電灯設備更新工事

工事場所 札幌市中央区伏見4丁目6番（藻岩浄水場内）

水道局 給水部 工事課 工事三係

 本設計書は、発注者の施工計画に基づいて作成した設計図書の

共通費の算定に用いる工期 T= 9.0月

令和4年5月単価適用

札幌市水道局

誤



一部を、見積算定の参考として提示するもので、契約上、これを

拘束するものではありません

令和4年度

設　計　書（見積参考）

工事名称 藻岩浄水場電灯設備更新工事

工事場所 札幌市中央区伏見4丁目6番（藻岩浄水場内）

水道局 給水部 工事課 工事三係

 本設計書は、発注者の施工計画に基づいて作成した設計図書の

共通費の算定に用いる工期 T= 8.8月

令和4年5月単価適用

札幌市水道局

正



工事内容説明書

金 円也

金 円也

金 円也

5　工事概要

藻岩浄水場のろ過池、沈でん池、排水排泥池、屋外の電灯設備の更新を行う。

藻岩浄水場の気中開閉器（常用・予備）の更新を行う。

◇電灯設備の更新 ・・・・・・・・ 一式

◇気中開閉器の更新 ・・・・・・・・ 一式

4　しゅん功期限

工　事　価　格

3　工事請負費

270日間契約書に示す着手の日から

内　訳

札幌市中央区伏見4丁目6番（藻岩浄水場内）

消費税及び地方消費税の額

藻岩浄水場電灯設備更新工事1　工事名称

2　工事場所

札幌市水道局

誤



工事内容説明書

金 円也

金 円也

金 円也

5　工事概要

藻岩浄水場のろ過池、沈でん池、排水排泥池、屋外の電灯設備の更新を行う。

藻岩浄水場の気中開閉器（常用・予備）の更新を行う。

◇電灯設備の更新 ・・・・・・・・ 一式

◇気中開閉器の更新 ・・・・・・・・ 一式

4　しゅん功期限

工　事　価　格

3　工事請負費

263日間契約書に示す着手の日から

内　訳

札幌市中央区伏見4丁目6番（藻岩浄水場内）

消費税及び地方消費税の額

藻岩浄水場電灯設備更新工事1　工事名称

2　工事場所

札幌市水道局

正



札 幌 市 水 道 局

電気設備工事 細目別内訳 18

電気設備工事（新設） 排水排泥池 電灯・コンセント設備

名 称 摘 要 数 量 単位 単  価 金 額 備 考

LED照明器具 LSS1 -4 -30 LN

(線ぴ取付) 15
個

LED照明器具 LSS1 -4 -30 LN

7
個

LED照明器具 LSS1MP/RP -2 -07 LN

4
個

LED照明器具 LSS1MP/RP -4 -64 LN

64
個

B-1 LED照明器具 HF32W-1相当 非常灯付 電

トラフ型（線ぴ取 池内蔵 防湿型 5

付） 個

B-2 LED照明器具 トラフ型 HF32W-2相当 非常灯付 電

池内蔵 防湿型 SUS製 43
個

G-2 誘導灯（撤 SH1-FSF20-C 防湿型

去） 7
個

G-3 誘導灯（撤 SH1-FSF20-C 防湿型 パイプ吊

去） 1
個

ﾌﾙ2線式ﾘﾓｺﾝｽｲｯﾁ ｽｲｯﾁ3回路

(金属ﾌﾟﾚｰﾄ付) 4
個

ｺﾝｾﾝﾄ 連用形2P15A×2

(金属ﾌﾟﾚｰﾄ付) (一体形) 5
125V 個

コンセント（防滴 2P15A×2 ET

プレート付） 32
個

600V耐燃性ﾎﾟﾘｴﾁﾚ 2.0㎜

ﾝ絶縁電線(EM-IE) 3,967
ｍ

600Vﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ絶縁 2.0㎜- 2C 管内

耐燃性ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｼｰｽ 88

ｹｰﾌﾞﾙ平形 EM-EEF ｍ

600Vﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ絶縁 2.0㎜- 2C ﾗｯｸ

耐燃性ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｼｰｽ 560

ｹｰﾌﾞﾙ平形 EM-EEF ｍ

600Vﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ絶縁 2.0㎜- 3C 管内

耐燃性ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｼｰｽ 13

ｹｰﾌﾞﾙ平形 EM-EEF ｍ

600Vﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ絶縁 2.0㎜- 3C ﾗｯｸ

耐燃性ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｼｰｽ 35

ｹｰﾌﾞﾙ平形 EM-EEF ｍ

EM-FCPEEｹｰﾌﾞﾙ 1.2 ㎜- 1P

管内 7
ｍ

EM-FCPEEｹｰﾌﾞﾙ 1.2 ㎜- 1P

ﾗｯｸ 66
ｍ

計

誤



札 幌 市 水 道 局

電気設備工事 細目別内訳 18

電気設備工事（新設） 排水排泥池 電灯・コンセント設備

名 称 摘 要 数 量 単位 単  価 金 額 備 考

LED照明器具 LSS1 -4 -30 LN

(線ぴ取付) 15
個

LED照明器具 LSS1 -4 -30 LN

7
個

LED照明器具 LSS1MP/RP -2 -07 LN

4
個

LED照明器具 LSS1MP/RP -4 -64 LN

64
個

B-1 LED照明器具 HF32W-1相当 非常灯付 電

トラフ型（線ぴ取 池内蔵 防湿型 5

付） 個

B-2 LED照明器具 トラフ型 HF32W-2相当 非常灯付 電

池内蔵 防湿型 SUS製 43
個

G-2 誘導灯 SH1-FSF20-C 防湿型

7
個

G-3 誘導灯 SH1-FSF20-C 防湿型 パイプ吊

1
個

ﾌﾙ2線式ﾘﾓｺﾝｽｲｯﾁ ｽｲｯﾁ3回路

(金属ﾌﾟﾚｰﾄ付) 4
個

ｺﾝｾﾝﾄ 連用形2P15A×2

(金属ﾌﾟﾚｰﾄ付) (一体形) 5
125V 個

コンセント（防滴 2P15A×2 ET

プレート付） 32
個

600V耐燃性ﾎﾟﾘｴﾁﾚ 2.0㎜

ﾝ絶縁電線(EM-IE) 3,967
ｍ

600Vﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ絶縁 2.0㎜- 2C 管内

耐燃性ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｼｰｽ 88

ｹｰﾌﾞﾙ平形 EM-EEF ｍ

600Vﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ絶縁 2.0㎜- 2C ﾗｯｸ

耐燃性ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｼｰｽ 560

ｹｰﾌﾞﾙ平形 EM-EEF ｍ

600Vﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ絶縁 2.0㎜- 3C 管内

耐燃性ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｼｰｽ 13

ｹｰﾌﾞﾙ平形 EM-EEF ｍ

600Vﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ絶縁 2.0㎜- 3C ﾗｯｸ

耐燃性ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｼｰｽ 35

ｹｰﾌﾞﾙ平形 EM-EEF ｍ

EM-FCPEEｹｰﾌﾞﾙ 1.2 ㎜- 1P

管内 7
ｍ

EM-FCPEEｹｰﾌﾞﾙ 1.2 ㎜- 1P

ﾗｯｸ 66
ｍ

計

正



１．完成図書（監督職員の指示による）　　　　　　　１部

公共建築工事標準仕様書　　（建築工事編）　　平成３１年版

・維持管理説明等資料（監督職員の指示による）

課　　　　　　　　名 課　　長 係　　長 設計主任 製　　図

　　　．　　．　　．

　　　．　　．　　．

工 事 名

図 面 名

図　　番

ＳＣＡＬＥ

備考

Ⅰ．工事名称

Ⅱ．工事概要

２．しゅん功期限

３．工 事 内 容

４．工 事 項 目

電 気 時 計 設 備

５．別 途 工 事

１．工事場所

○

テレビ共聴設備

拡 声 設 備

自動火災報知設備

暖 房 設 備

電 灯 設 備

動 力 設 備

幹 線 設 備

受 変 電 設 備 インターホン設備○

○

○○

○

○

○

○

特 記 仕 様 書

特記仕様書　１

（　　　　　　　　　　　　　　　　）

（●印を付したものを本工事種目とする）

工事に使用する建設機械は以下による。建設機械の選定

その旨を施工計画書に記載し監督職員の確認を受けるとともに、

現場代理人は施工現場において使用する建設機械の写真撮影を行

い、監督職員に提出するものとする。

なお、これによりがたい場合は、監督職員と協議するものとする。

部分しゅん功期限

部分引渡の範囲

○

○

○

○

札 幌 市 水 道 局 給 水 部

構 内 交 換 設 備○ ○ 発 生 材

○

１．共通仕様 図面及び本特記仕様書に記載されていない事項は、以下による。

２．特記事項 特記事項中選択を要するものは、●印を付したものを適用する。

共 通 事 項

機 材

工事用動力その他

工事しゅん功時

提 出 書 類

Ⅲ．工事仕様

この工事に必要な工事動力，水，および諸手続きなどの費用はす

品質性能等の資料を提出し、承諾を得ること。

設計図書の仕様により選択し、監督職員に使用資材届，承諾図、

((社）公共建築協会編集）の活用により評価を受けた材料を使用

「建築材料・設備機材等品質性能評価事業　設備機材等評価名簿」

する場合は、評価書の添付により品質性能等の資料の提出を省略

することができる。

・諸官庁検査合格書、試験成績書、取扱説明書

２．しゅん功図（監督員の指示による）　　　　　　　２部

揮 発性 有機 化 合物 対 策

ホイールクレーン

ローラ

油圧式杭圧入引抜機

空気圧縮機

ラフテレーンクレーン

ロードローラ，タイヤロー

ラ，振動ローラ

可搬式

発動電動機 可搬式，溶接兼用機を含む

トラクターショベル ホイール型

ブルドーザ 普通，湿地，リッパ装置付

バックホウ 油圧式クローラ型

形 式対 象 機 種

く。

けている建設機械は除

法の排出ガス規制を受

ただし、道路運送車両

械に限る。

下）を搭載した建設機

ｋＷ以上２６０ｋＷ以

（エンジン出力７．５

ディーゼルエンジン

規 格

揮発性有機化合物が含有しているおそれのある材料については

(２)測定方法

(１)測定物質

提出しなければならない。

行い、基準値以下であることを確認の上、測定結果を監督職員に

行っている機関等）に依頼し揮発性有機化合物の室内濃度測定を

計量士を配置し、計量法第１０７条に定める計量証明事業登録を

の室内濃度測定

揮発性有機化合物 ○対象工事

安全データシート等により確認を行い、極力揮発性有機化合物が

少ない材料、または含有していない材料の使用に努めること。使

用する材料はＦ☆☆☆☆等の規制対象外材料を基本とし、該当す

る材料がない場合はＦ☆☆☆又は同等品とすること。

札幌市公共建築物シックハウス対策指針及び同解説に基づき、

拡散法（パッシブ法）により測定する。

○施工前　　　箇所

(３)測定時期及び個所（測定位置等は監督職員と協議のこと）

○施工後　　　箇所

工事の施工にあたっては、本市の「環境方針」「札幌市公共建築公 共建 築物 の 環境 配 慮

努めること。

環境配慮ガイドライン」の意図を理解し、環境に配慮した施工に

した材料等を選定し、グリーン購入の推進に努めること。

グ リ ー ン 購 入

ホルムアルデヒド、トルエン、キシレン、エチルベンゼン、

スチレン、パラジクロロベンゼン

放散を促進するため、繰り返し換気を行わなければならない。

また、施工時・完了後引渡し前においては、揮発性有機化合物の

４．しゅん功図面データ　　　　　　　　　　　　　　１式

べて受注者の負担とする。

雷 保 護 設 備

ロードヒーティング設備

屋 外 照 明 設 備

測定対象工事の受注者は、検査機関（計量法第１２２条に定める

（その他詳細は監督職員の指示による）

５．その他

・データ形式　：ＪＷＷ形式

なお、北海道公安委員会が認定する路線における工事現場には、

整理員を適時配置し交通安全管理を行うこと。

工事車両の工事現場内への搬出入に当たって、実状に応じて交通

○交通安全対策

○火気の安全管理。

他、以下の項目に留意すること。環境保全について

及 び

施工中の安全確保

行わないこと。

（３）上記（１）および（２）のほか建設業法等に抵触する行為は

受注者は工事に際し、公衆災害の防止，施工中の安全確保，及び環

１級又は2級検定合格警備員（交通誘導警備員）を配置する。

３．工事写真（元データも含む）　　　　　　　　　　１部

・しゅん功写真（元データも含む）　　　　　　　１部

発注者に許諾するものとする。

なお、受注者は著作物等（工事写真・しゅん功写真等）の利用を

境保全のため、関係法令及び公共建築工事標準仕様書の記述に従う

また、当該資材等を購入した場合、種別、数量等を監督職員に報告

すること。加えて、資材（材料及び機材を含む）の梱包及び容器は、

可能な限り簡易であって、再生利用の容易さ及び廃棄時の環境負荷

低減に配慮されたものを使用するよう努めること。

「札幌市グリーン購入ガイドライン」により環境負荷の低減を考慮

令和　　年　　月　　日　まで

「低騒音型・低振動型建設機械の指定に関する規程」（改定　平

１３年４月９日　国土交通省告示第４８７号）に基づき、指定さ

れた機械を使用する。本工事において、以下に示す建設機械を使

用する場合は、国土交通省「排出ガス対策型建設機械指定要領」

に基づき指定された排出ガス対策型建設機械及び平成７年度建設

技術評価制度公募課題「建設機械の排出ガス浄化装置の開発」、

またはこれと同等の開発目的で実施された民間開発建設技術審査

・証明事業により評価された排出ガス浄化装置を装着した建設機

械を使用するものとする。ただし、道路運送車両法の保安基準に

排出ガス基準が定められている自動車の種別で、有効な自動車車

検証の交付を受けているものは除く。

　　年　　月　　日

公共建築工事標準仕様書　　（電気設備工事編）平成３１年版

公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工事編）平成３１年版

公共建築設備工事標準図　　（電気設備工事編）平成３１年版

公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編）　　平成３１年版

公共建築工事標準仕様書　　（機械設備工事編）平成３１年版

公共建築改修工事標準仕様書（機械設備工事編）平成３１年版

交通誘導警備員を以下の条件に沿って配置し、現場内における安

全確保に努めなければならない。なお、必要となる交通誘導警備

員の人数は作業形態に応じた配置計画等とともに、あらかじめ監

督職員と協議すること。

○市営住宅電気設備工事設計施工要領書（札幌市建築部電気設備課）

施 工 条 件

○執務並行改修(改修工事の場合)

○一部執務並行改修（　　　　　　部分）

行うこと。

また、敷地内の除排雪については、工事の安全確保等のため適切に

必要な措置を講ずる。

に基づき特定元方事業者として指名された場合は、関係法令に従い

労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）第３０条第２項の規定

衛生に関する管理

工事現場の安全

請負代金額が５００万円以上の場合対象とする。（公共建築工事標

準仕様書 第１章１.１.４ 参照のこと）

なお、変更登録は、工期、技術者等に変更が生じた場合に行うもの

とする。

されたことを証明する資料の提出を省略できるものとする。

に提出すること。

変更時としゅん功時の間が１０日に満たない場合は、変更時の登録

工事の着手時、変更時、しゅん功時の10日以内に登録を行い、監督員

（配置条件：　　　　　　　　　　　　　　　）○

○

○

○

○

○

太陽光発電設備

監視カメラ設備

構 内 配 電 線 路

構 内 通 信 線 路

テレメータ設備

計 装 設 備

情 報 通 信 設 備

自 家 発 電 設 備

定めること。

負業者を含む。）が前各項と同じ業務を負う旨をその契約書に

該下請負業者（当該下請負工事の一部に関わる二次以降の下請

（４）対象工事の一部について下請負契約を締結する場合には、当

し、面接調査を受けること。

調査対象期間の現場労働者の賃金台帳等による調査票等を提出

（２）札幌市が指定する面接調査日時に、指定した公共事業労務費

保存を行うこと。

者の賃金及び時間の管理を適切に行い、賃金台帳の整備とその

（１）労働基準法に従って就業規則を作成するとともに、現場労働

ついて行うとともに協力しなければならない。

「対象工事」という。）となった場合には次の各項に挙げた事項に

公共事業労務費調査

支給品及び貸与品

検査材料（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）工事材料の検査

計量単位については国際単位系（ＳＩ単位）とする。計 量 単 位

するよう努めるものとする。

れる資材等で規格・品質が適正である場合は、これを優先的に使用

本工事に使用する使用資材のうち、道内で産出，生産または製造さ道 産 品の 活 用 につい て

支給品及び貸与品（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

受注者は、札幌市が実施する公共事業労務費調査の対象工事（以下

また、対象工事の工期経過後も同様とし、これらに要する費用は受

注者の負担とする。

（３）面接調査の結果、発注者もしくは発注者に代わる者により受

注者を訪問し、再調査または指導を行うこととなった場合は、

受注者が自ら協力すること。

電気設備工事仕様書（札幌市都市局建築部）　　令和　４年度版

○札幌市学校電気設備標準図　　　　　　　　　　令和　４年度版

令和　４年度版

電　子　納　品

１．電子納品は、札幌市「電子納品に関する手引き【営繕工事編】」

に基づいて作成する。詳細は、監督職員と協議する。

貸与するＣＡＤデータは、本工事の履行に必要な施工図及び完成

図の作成においてのみ使用し、それ以外の目的で使用してはなら

ない。

貸与したＣＡＤデータは、完成検査時に全て返却し、履行期間中

に複製を作成している場合は、全て削除すること。

なお、著作権法第２章及び第３章に規定する著作者の権利或いは

著作権法第２章第３節第２款に規定する著作者人格権は、図面を

作成した設計事務所等に帰属する。

最大電力

○１００ｋＷ以上５００ｋＷ未満

○５００ｋＷ以上

１．主任技術者　　建設業法による主任技術者資格を有するもの。主 任 技 術 者 等

２．現場代理人

及び本市が同程度と認めるもの

３．監理技術者　　建設業法による監理技術者の資格を有するもの

及び国土交通大臣の登録を受けた講習を受講し

たものとする。

４．電気保安技術者○第１種または第２種電気工事士（一般用電気

工作物）

（共同企業体の場合は、構成員すべて主任技術

者資格を有すること。）

監 督 員 詰 所

火 災 保 険 等 工事の内容等により、火災保険，建設工事保険，組立保険等の１以

上の保険を付してその写しを監督職員に提出すること。

保険の期日　　始期―保険の目的物が工事現場に搬入される日

終期―しゅん功期限＋１４日以上

保 険 契 約 定 款

２．成果品の提出部数（ＣＤ－Ｒ又はＤＶＤ－Ｒ）　　２部

を有するもの（事業用（自家用）電気工作物）

らず施工体制台帳を作成し工事現場に備えるとともに、作成し

施行体制台帳等 （１）施工体制台帳

受注者は、下請負契約を締結する場合には下請負金額にかかわ

た施工体制台帳の写しを監督職員に提出するものとする。

（２）施工体系図

受注者は施工体制台帳をもとに施工体系図を作成し、工事関係

者が見やすい場所及び公衆が見やすい場所に掲示するものとす

札を着用させるものとする。

負その他不適切な形態の下請契約を締結しないこと。

（１）建設業法（昭和２４年法律第１００号）に違反する一括下請

確 保 に つ い て

適 正 な 施 工 の

る。

受注者は、監理技術者、主任技術者（下請負を含む）及び元請

いて、工事名、工期、顔写真、所属会社名及び社印の入った名

負の専門技術者（専任している場合のみ）に、工事現場内にお

限る。）を配置すること。

技術力等を有する者（工事現場に常駐して専らその職務に従事

（２）建設業法第２６条の規定により受注者が工事現場ごとに設置

する者で、受注者と直接的かつ恒常的な雇用関係にあるものに

しなければならない専任の監理技術者については、適切な資格、

○地下埋設物破壊事故の防止

施工範囲の埋設物に十分注意し、「建築工事安全施工技術指針」

及び「建築工事公衆災害防止対策要綱」を遵守すること。

公共工事の入札及び契約の

適正化の促進に関する法律 信頼の確保と建設業の健全な発展を図る目的である同法を遵守し、

施工体制の適正化を図ること。

臨 時 検 査 発注者の工事施行途中における検査の実施

・臨時技術検査　　　発注者が必要と認めた場合に行う検査

実施回数は原則年度に１回とする。

公共工事の入札・契約の適正化を促進し、公共工事に対する国民の

（２）前項で定める保険契約を締結したときは、その証券又はこれ

に代わるものの写しを速やかに監督職員へ提出すること。

法 定 外 の 労 災

保 険 の 付 保 償に必要な金額を担保するため、法定外の労災保険を付すこと。

（１）受注者は、本工事に従事する者の業務上の負傷等に対する補

（３）現場の管理

登　　　　　　録

工事実績情報の

Ｅ2022＿0406（水道局）

藻岩浄水場電灯設備更新工事

札幌市中央区伏見４丁目６番地（藻岩浄水場）

着手の日から２７０日間

水道局藻岩浄水場内のⅠ系ろ過池、Ⅰ系沈殿池、Ⅱ系ろ過池

Ⅱ系沈殿池、排水排泥池各施設内の照明器具、配線器具、電灯分電盤、

●

●

●

●

●

●保安規程（札幌市水道局）

●対　象　　　○対象外

３．設計図ＣＡＤデータの貸与　　●貸与する　　○貸与しない

●電気主任技術者または同等の知識及び経験を

●１００ｋＷ未満

○要（　　　　　　　）　●不要

●中間技術検査　　　工事施行途中に行う技術検査

●高所作業における落下。転落事故の防止。

●作業場における酸欠状態及び有害ガス等の発生防止。

●全館無人改修

藻岩浄水場電灯設備更新工事

１
工　事　課

電灯設備配線（幹線を含む）及びPASの撤去、更新を行う。

誤



１．完成図書（監督職員の指示による）　　　　　　　１部

公共建築工事標準仕様書　　（建築工事編）　　平成３１年版

・維持管理説明等資料（監督職員の指示による）

課　　　　　　　　名 課　　長 係　　長 設計主任 製　　図

　　　．　　．　　．

　　　．　　．　　．

工 事 名

図 面 名

図　　番

ＳＣＡＬＥ

備考

Ⅰ．工事名称

Ⅱ．工事概要

２．しゅん功期限

３．工 事 内 容

４．工 事 項 目

電 気 時 計 設 備

５．別 途 工 事

１．工事場所

○

テレビ共聴設備

拡 声 設 備

自動火災報知設備

暖 房 設 備

電 灯 設 備

動 力 設 備

幹 線 設 備

受 変 電 設 備 インターホン設備○

○

○○

○

○

○

○

特 記 仕 様 書

特記仕様書　１

（　　　　　　　　　　　　　　　　）

（●印を付したものを本工事種目とする）

工事に使用する建設機械は以下による。建設機械の選定

その旨を施工計画書に記載し監督職員の確認を受けるとともに、

現場代理人は施工現場において使用する建設機械の写真撮影を行

い、監督職員に提出するものとする。

なお、これによりがたい場合は、監督職員と協議するものとする。

部分しゅん功期限

部分引渡の範囲

○

○

○

○

札 幌 市 水 道 局 給 水 部

構 内 交 換 設 備○ ○ 発 生 材

○

１．共通仕様 図面及び本特記仕様書に記載されていない事項は、以下による。

２．特記事項 特記事項中選択を要するものは、●印を付したものを適用する。

共 通 事 項

機 材

工事用動力その他

工事しゅん功時

提 出 書 類

Ⅲ．工事仕様

この工事に必要な工事動力，水，および諸手続きなどの費用はす

品質性能等の資料を提出し、承諾を得ること。

設計図書の仕様により選択し、監督職員に使用資材届，承諾図、

((社）公共建築協会編集）の活用により評価を受けた材料を使用

「建築材料・設備機材等品質性能評価事業　設備機材等評価名簿」

する場合は、評価書の添付により品質性能等の資料の提出を省略

することができる。

・諸官庁検査合格書、試験成績書、取扱説明書

２．しゅん功図（監督員の指示による）　　　　　　　２部

揮 発性 有機 化 合物 対 策

ホイールクレーン

ローラ

油圧式杭圧入引抜機

空気圧縮機

ラフテレーンクレーン

ロードローラ，タイヤロー

ラ，振動ローラ

可搬式

発動電動機 可搬式，溶接兼用機を含む

トラクターショベル ホイール型

ブルドーザ 普通，湿地，リッパ装置付

バックホウ 油圧式クローラ型

形 式対 象 機 種

く。

けている建設機械は除

法の排出ガス規制を受

ただし、道路運送車両

械に限る。

下）を搭載した建設機

ｋＷ以上２６０ｋＷ以

（エンジン出力７．５

ディーゼルエンジン

規 格

揮発性有機化合物が含有しているおそれのある材料については

(２)測定方法

(１)測定物質

提出しなければならない。

行い、基準値以下であることを確認の上、測定結果を監督職員に

行っている機関等）に依頼し揮発性有機化合物の室内濃度測定を

計量士を配置し、計量法第１０７条に定める計量証明事業登録を

の室内濃度測定

揮発性有機化合物 ○対象工事

安全データシート等により確認を行い、極力揮発性有機化合物が

少ない材料、または含有していない材料の使用に努めること。使

用する材料はＦ☆☆☆☆等の規制対象外材料を基本とし、該当す

る材料がない場合はＦ☆☆☆又は同等品とすること。

札幌市公共建築物シックハウス対策指針及び同解説に基づき、

拡散法（パッシブ法）により測定する。

○施工前　　　箇所

(３)測定時期及び個所（測定位置等は監督職員と協議のこと）

○施工後　　　箇所

工事の施工にあたっては、本市の「環境方針」「札幌市公共建築公 共建 築物 の 環境 配 慮

努めること。

環境配慮ガイドライン」の意図を理解し、環境に配慮した施工に

した材料等を選定し、グリーン購入の推進に努めること。

グ リ ー ン 購 入

ホルムアルデヒド、トルエン、キシレン、エチルベンゼン、

スチレン、パラジクロロベンゼン

放散を促進するため、繰り返し換気を行わなければならない。

また、施工時・完了後引渡し前においては、揮発性有機化合物の

４．しゅん功図面データ　　　　　　　　　　　　　　１式

べて受注者の負担とする。

雷 保 護 設 備

ロードヒーティング設備

屋 外 照 明 設 備

測定対象工事の受注者は、検査機関（計量法第１２２条に定める

（その他詳細は監督職員の指示による）

５．その他

・データ形式　：ＪＷＷ形式

なお、北海道公安委員会が認定する路線における工事現場には、

整理員を適時配置し交通安全管理を行うこと。

工事車両の工事現場内への搬出入に当たって、実状に応じて交通

○交通安全対策

○火気の安全管理。

他、以下の項目に留意すること。環境保全について

及 び

施工中の安全確保

行わないこと。

（３）上記（１）および（２）のほか建設業法等に抵触する行為は

受注者は工事に際し、公衆災害の防止，施工中の安全確保，及び環

１級又は2級検定合格警備員（交通誘導警備員）を配置する。

３．工事写真（元データも含む）　　　　　　　　　　１部

・しゅん功写真（元データも含む）　　　　　　　１部

発注者に許諾するものとする。

なお、受注者は著作物等（工事写真・しゅん功写真等）の利用を

境保全のため、関係法令及び公共建築工事標準仕様書の記述に従う

また、当該資材等を購入した場合、種別、数量等を監督職員に報告

すること。加えて、資材（材料及び機材を含む）の梱包及び容器は、

可能な限り簡易であって、再生利用の容易さ及び廃棄時の環境負荷

低減に配慮されたものを使用するよう努めること。

「札幌市グリーン購入ガイドライン」により環境負荷の低減を考慮

令和　　年　　月　　日　まで

「低騒音型・低振動型建設機械の指定に関する規程」（改定　平

１３年４月９日　国土交通省告示第４８７号）に基づき、指定さ

れた機械を使用する。本工事において、以下に示す建設機械を使

用する場合は、国土交通省「排出ガス対策型建設機械指定要領」

に基づき指定された排出ガス対策型建設機械及び平成７年度建設

技術評価制度公募課題「建設機械の排出ガス浄化装置の開発」、

またはこれと同等の開発目的で実施された民間開発建設技術審査

・証明事業により評価された排出ガス浄化装置を装着した建設機

械を使用するものとする。ただし、道路運送車両法の保安基準に

排出ガス基準が定められている自動車の種別で、有効な自動車車

検証の交付を受けているものは除く。

　　年　　月　　日

公共建築工事標準仕様書　　（電気設備工事編）平成３１年版

公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工事編）平成３１年版

公共建築設備工事標準図　　（電気設備工事編）平成３１年版

公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編）　　平成３１年版

公共建築工事標準仕様書　　（機械設備工事編）平成３１年版

公共建築改修工事標準仕様書（機械設備工事編）平成３１年版

交通誘導警備員を以下の条件に沿って配置し、現場内における安

全確保に努めなければならない。なお、必要となる交通誘導警備

員の人数は作業形態に応じた配置計画等とともに、あらかじめ監

督職員と協議すること。

○市営住宅電気設備工事設計施工要領書（札幌市建築部電気設備課）

施 工 条 件

○執務並行改修(改修工事の場合)

○一部執務並行改修（　　　　　　部分）

行うこと。

また、敷地内の除排雪については、工事の安全確保等のため適切に

必要な措置を講ずる。

に基づき特定元方事業者として指名された場合は、関係法令に従い

労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）第３０条第２項の規定

衛生に関する管理

工事現場の安全

請負代金額が５００万円以上の場合対象とする。（公共建築工事標

準仕様書 第１章１.１.４ 参照のこと）

なお、変更登録は、工期、技術者等に変更が生じた場合に行うもの

とする。

されたことを証明する資料の提出を省略できるものとする。

に提出すること。

変更時としゅん功時の間が１０日に満たない場合は、変更時の登録

工事の着手時、変更時、しゅん功時の10日以内に登録を行い、監督員

（配置条件：　　　　　　　　　　　　　　　）○

○

○

○

○

○

太陽光発電設備

監視カメラ設備

構 内 配 電 線 路

構 内 通 信 線 路

テレメータ設備

計 装 設 備

情 報 通 信 設 備

自 家 発 電 設 備

定めること。

負業者を含む。）が前各項と同じ業務を負う旨をその契約書に

該下請負業者（当該下請負工事の一部に関わる二次以降の下請

（４）対象工事の一部について下請負契約を締結する場合には、当

し、面接調査を受けること。

調査対象期間の現場労働者の賃金台帳等による調査票等を提出

（２）札幌市が指定する面接調査日時に、指定した公共事業労務費

保存を行うこと。

者の賃金及び時間の管理を適切に行い、賃金台帳の整備とその

（１）労働基準法に従って就業規則を作成するとともに、現場労働

ついて行うとともに協力しなければならない。

「対象工事」という。）となった場合には次の各項に挙げた事項に

公共事業労務費調査

支給品及び貸与品

検査材料（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）工事材料の検査

計量単位については国際単位系（ＳＩ単位）とする。計 量 単 位

するよう努めるものとする。

れる資材等で規格・品質が適正である場合は、これを優先的に使用

本工事に使用する使用資材のうち、道内で産出，生産または製造さ道 産 品の 活 用 につい て

支給品及び貸与品（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

受注者は、札幌市が実施する公共事業労務費調査の対象工事（以下

また、対象工事の工期経過後も同様とし、これらに要する費用は受

注者の負担とする。

（３）面接調査の結果、発注者もしくは発注者に代わる者により受

注者を訪問し、再調査または指導を行うこととなった場合は、

受注者が自ら協力すること。

電気設備工事仕様書（札幌市都市局建築部）　　令和　４年度版

○札幌市学校電気設備標準図　　　　　　　　　　令和　４年度版

令和　４年度版

電　子　納　品

１．電子納品は、札幌市「電子納品に関する手引き【営繕工事編】」

に基づいて作成する。詳細は、監督職員と協議する。

貸与するＣＡＤデータは、本工事の履行に必要な施工図及び完成

図の作成においてのみ使用し、それ以外の目的で使用してはなら

ない。

貸与したＣＡＤデータは、完成検査時に全て返却し、履行期間中

に複製を作成している場合は、全て削除すること。

なお、著作権法第２章及び第３章に規定する著作者の権利或いは

著作権法第２章第３節第２款に規定する著作者人格権は、図面を

作成した設計事務所等に帰属する。

最大電力

○１００ｋＷ以上５００ｋＷ未満

○５００ｋＷ以上

１．主任技術者　　建設業法による主任技術者資格を有するもの。主 任 技 術 者 等

２．現場代理人

及び本市が同程度と認めるもの

３．監理技術者　　建設業法による監理技術者の資格を有するもの

及び国土交通大臣の登録を受けた講習を受講し

たものとする。

４．電気保安技術者○第１種または第２種電気工事士（一般用電気

工作物）

（共同企業体の場合は、構成員すべて主任技術

者資格を有すること。）

監 督 員 詰 所

火 災 保 険 等 工事の内容等により、火災保険，建設工事保険，組立保険等の１以

上の保険を付してその写しを監督職員に提出すること。

保険の期日　　始期―保険の目的物が工事現場に搬入される日

終期―しゅん功期限＋１４日以上

保 険 契 約 定 款

２．成果品の提出部数（ＣＤ－Ｒ又はＤＶＤ－Ｒ）　　２部

を有するもの（事業用（自家用）電気工作物）

らず施工体制台帳を作成し工事現場に備えるとともに、作成し

施行体制台帳等 （１）施工体制台帳

受注者は、下請負契約を締結する場合には下請負金額にかかわ

た施工体制台帳の写しを監督職員に提出するものとする。

（２）施工体系図

受注者は施工体制台帳をもとに施工体系図を作成し、工事関係

者が見やすい場所及び公衆が見やすい場所に掲示するものとす

札を着用させるものとする。

負その他不適切な形態の下請契約を締結しないこと。

（１）建設業法（昭和２４年法律第１００号）に違反する一括下請

確 保 に つ い て

適 正 な 施 工 の

る。

受注者は、監理技術者、主任技術者（下請負を含む）及び元請

いて、工事名、工期、顔写真、所属会社名及び社印の入った名

負の専門技術者（専任している場合のみ）に、工事現場内にお

限る。）を配置すること。

技術力等を有する者（工事現場に常駐して専らその職務に従事

（２）建設業法第２６条の規定により受注者が工事現場ごとに設置

する者で、受注者と直接的かつ恒常的な雇用関係にあるものに

しなければならない専任の監理技術者については、適切な資格、

○地下埋設物破壊事故の防止

施工範囲の埋設物に十分注意し、「建築工事安全施工技術指針」

及び「建築工事公衆災害防止対策要綱」を遵守すること。

公共工事の入札及び契約の

適正化の促進に関する法律 信頼の確保と建設業の健全な発展を図る目的である同法を遵守し、

施工体制の適正化を図ること。

臨 時 検 査 発注者の工事施行途中における検査の実施

・臨時技術検査　　　発注者が必要と認めた場合に行う検査

実施回数は原則年度に１回とする。

公共工事の入札・契約の適正化を促進し、公共工事に対する国民の

（２）前項で定める保険契約を締結したときは、その証券又はこれ

に代わるものの写しを速やかに監督職員へ提出すること。

法 定 外 の 労 災

保 険 の 付 保 償に必要な金額を担保するため、法定外の労災保険を付すこと。

（１）受注者は、本工事に従事する者の業務上の負傷等に対する補

（３）現場の管理

登　　　　　　録

工事実績情報の

Ｅ2022＿0406（水道局）

藻岩浄水場電灯設備更新工事

札幌市中央区伏見４丁目６番地（藻岩浄水場）

水道局藻岩浄水場内のⅠ系ろ過池、Ⅰ系沈殿池、Ⅱ系ろ過池

Ⅱ系沈殿池、排水排泥池各施設内の照明器具、配線器具、電灯分電盤、

●

●

●

●

●

●保安規程（札幌市水道局）

●対　象　　　○対象外

３．設計図ＣＡＤデータの貸与　　●貸与する　　○貸与しない

●電気主任技術者または同等の知識及び経験を

●１００ｋＷ未満

○要（　　　　　　　）　●不要

●中間技術検査　　　工事施行途中に行う技術検査

●高所作業における落下。転落事故の防止。

●作業場における酸欠状態及び有害ガス等の発生防止。

●全館無人改修

藻岩浄水場電灯設備更新工事

１
工　事　課

電灯設備配線（幹線を含む）及びPASの撤去、更新を行う。

着手の日から２６３日間

正


